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東京都パラスポーツ指導者協議会 会則（改正案） 

令和６年度 総会（R7.6.14開催）提案 ◎施行：令和８年４月１日 

※太字＋下線箇所が新たな改正文案（赤字箇所は R7.6.10修正した箇所） 

 

第１章 名称および事務所 

１．本会は「東京都パラスポーツ指導者協議会」と称する。 

２．本会の事務所は(公社)東京都障害者スポーツ協会内に置く。 

 

第２章 目的および事業 

３．本会は東京都内におけるスポーツ活動を通して、障害者福祉の発展に寄与することを目的とす 

  る。 

４．本会は前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

（１）東京都及び都内区市町村が行う障害者スポーツ事業に対する協力 

（２）(公財)日本パラスポーツ協会（以下、「パラ協会」という）及び(公社)東京都障害者スポーツ協

会（以下、「都障協」という）並びに東京都障害者総合スポーツセンター、東京都多摩障害者

スポーツセンター及び東京都パラスポーツトレーニングセンター（以下、「障害者スポーツセ

ンター」という）の行う事業に対する協力。 

（３）東京都内に活動拠点を有する障害者スポーツ団体等の活動への協力。 

（４）障害者スポーツに関する調査研究及び普及啓発。 

（５）会員への障害者スポーツに関する情報提供及び研修。 

（６）会員相互の交流・親睦。 

（７）その他、目的達成のために必要と認める事業。 

 

第３章 会員及び会費 

５．本会の会員は、次のとおりとする。 

（１）パラ協会にパラスポーツ指導員およびパラスポーツトレーナーで登録されている東京都内在住
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者または東京都内での活動申請を行った者。 

（２）その他、会員登録を希望し、理事会が承認した者。 

６．会員の退会は、次のとおりとする。 

（１）本人より、退会の申請がなされた者。 

（２）パラ協会の指導員登録がなされていない者。 

（３）会費納入の期限を６ヶ月経過しても、未納の者。 

（４）本会の名誉を著しく汚したと、理事会が認めた者。 

７．本会運営のための会費は、次のとおりとする。 

（１）パラ協会からの活動費を主な財源とし、これを本会の事業運営費と位置づける。 

（２）公認指導員登録時に「活動地」を「東京都以外」で申請した者または公認指導員資格を有しな

い者で本会に入会を希望する者は、パラ協会から本会へ寄付される一人当たりの活動費を、会

費として納めなければならない。 

（３）事業運営のために、やむを得ず会員から会費を別途徴収する必要がある場合は、総会にこれを

諮り承認を得なければならない。 

８．会員の登録及び会計年度は、4月1日から翌年の3月31日までとする。 

９．会計は「普通会計」及び「特別会計」とする。 

 

第４章 役 員 

10．本会には次のとおり役員を置く。 

（１）会 長  １名 

（２）副会長  ４名以内 

（３）理 事  ２０名以内 

（４）都障協選任理事 ４名程度（東京都障害者スポーツ協会本部、東京都障害者総合スポーツセン

ター、多摩障害者スポーツセンター、東京都パラトレーニングセンター 各1名程度） 

（５）事務局  ４名程度 なお、理事の中から事務局長を１名置く。 

（６）会 計  ２名 

（７）監 査  ２名 

（８）相談役  若干名 



 - 3 - 

11．役員の任務は次のとおりとする。 

（１）会長は会の代表者として、会を総括する。 

（２）副会長は会長を補佐し、各担当事業間の連携・調整を担う。 

（３）理事は会の運営を担う。 

（４）会計は会の経理を担う。 

（５）監査は会の経理及び事業全般を監査する。 

（６）相談役は会の事業運営に対して助言を行う。 

12．役員の選任は次のとおりとする。 

（１）都障協専任理事及び相談役を除く役員は、現理事及び現部会員が会員の中から新理事の候補者

を推薦し、新理事候補者を総会にて提案し、承認を受ける。 

（２）会長、副会長、部会員、事務局、会計の選任は、年度当初の理事会において選任する。 

（３）監査の選任は総会において承認を受ける。ただし、年度途中の選任は理事会の３分の２以上の

承認により選任する。 

（４）都障協選任理事及び部会員は、都障協から指名する。 

（５）相談役は役員の推薦により、理事会の承認を受け会長が指名する。 

13．役員及び相談役の任期は会計年度２期とし、直近の総会までとする。なお、欠員補充の場合は、

前任者の残任期間とする。また、再選は妨げない。 

 

第５章 会 議 

14．会議は「総会」「臨時総会」「正副会長会」「理事会」「部会」とする。 

15．各会議は次のとおり開催される。 

（１）総会は、会長が主催し、年度内１回開催し、事業、会計の報告及び事業計画、予算案及び役員

改選時には人事等の協議、承認を受ける。 

（２）会長は必要に応じて「臨時総会」を招集、開催することができる。また、５０分の１以上の会

員から臨時総会開催の請求があれば、会長は招集、開催しなければならない。 

（３）「正副会長会」は必要に応じて、主に理事会提案事項を協議し、構成員は正副会長及び事務局

長とする。 

（４）理事会は会長、副会長、相談役を含め理事により開催する。最低隔月開催とし、本会の活動に

関する協議、決定を行い、円滑な会の運営を推進する。 
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（５）部会は以下のとおり設け、各理事が分担して担当事業の推進を図る。なお、理事会の承認を得

て、各部会担当理事は必要に応じて、会員から部員を募り、担当事業を担わせることができる。 

16．部会は以下のとおり設置する。 

（１）地域指導部会は、会員が活動する各区市町村単位での活動支援を都障協やスポーツ推進委員等

と連携し、生活圏域での障害者スポーツの理解や普及を進めるとともに地域のリーダー的指導者

の養成を担当する。 

（２）広報部会は広報紙の発行やホームページなど SNSを活用した会員への情報提供を担当する。 

（３）研修部会は東京都及び都障協（障害者スポーツセンター）との共催実施を含め研修を担当する。 

（４）トレーナー部会はパラ協会公認「パラスポーツトレーナー」により構成し、高い知識・技能に

よりパラスポーツの安全管理、競技力の維持・向上を担当する。 

（５）各部の部会長を１名、副部会長若干名を各部会員より選任する。 

（６）事務局員及び会計は、会の庶務・経理を担う。 

（７）その他、理事会が必要と認める部会を「特別部会」として単年度ごとに設置することができる。 

17．会議の定足数 

（１）総会の定足数は委任状を含め構成員の１０分の 1以上とする。 

（２）理事会及び部会の定足数は現員の過半数とする。 

18．会議の議決は出席者の過半数により決する。 

 

第６章 その他  

19．本会則にない事項については、理事会に諮り、出席者の３分の２以上の議決により成立する。た

だし、全会員の利益に関する重要事項に関しては、総会に諮らなければならない。ただし、緊急

を要する事項は理事会に諮り４分の３以上の議決により成立する。 

20．理事会の決定により、実務的な事項を規則として定めることができる。 

 

第７章 附 則 

・昭和６３年５月２８日 施行 

・平成１４年３月２３日 全面改正  平成１４年 ４月 １日 施行 

・平成１５年３月２２日 一部改正  平成１５年 ４月 １日 施行   

・平成１５年１０月１日 一部改正  平成１５年１０月 １日 施行 
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・平成１６年３月２７日 一部改正  平成１６年 ４月 １日 施行 

・平成２３年４月２３日 一部改正  平成２３年 ４月２３日 施行 

・平成２６年４月１９日 一部改正  平成２６年 ５月 １日 施行 

・平成２８年４月１６日 一部改正  平成２８年 ５月 １日 施行 

・平成２９年４月１５日 一部改正  平成２９年 ５月 １日 施行 

・平成30年4月19日 一部改正    平成30年  5月  1日  施行 

・令和 ５年４月２２日 一部改正  令和 ５年 ４月２３日 施行 

・令和 6年6月１５日 一部改正  令和 ６年 6月1６日 施行 

・令和 ７年６月１４日 一部改正  令和 ８年 ４月 １日 施行 

 

 

 

 

 

《 規 程 》 

会計規程 

１．役員等の会議費及び事業実施に関わる日当として１回あたり、１人２,000円を支出する。また、

理事会決定により正午を挟む事業・会議等の際には 1,000 円以内で昼食費を支出することがで

きる。 

２．講師謝礼として、会員講師は１回５,０００円を支出し、非会員講師は講師の役職及び実績等を 

考慮し１時間１０,０００円以内とする。１時間１０,０００円を超える支出の必要がある場合は、

理事会に諮り協議、決定し支出することができる。 

３．研修準備のための実地踏査等の旅費は、理事会に諮り協議、決定し支出することができる。 

４．会員や関係者の弔慰に関わる支出は、会長及び副会長が協議の上、会計の助言を得て、金額、方

法を含めて決定し、支出することができる。 

５．特別会計は「積立金」及び「宿泊研修」等とし、一般会計からの繰り出しは総会の承認を原則と

する。 
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６．「宿泊研修」の会計報告は、参加者に対して必ず明示することとする。 

７．たより発送作業等の事務局補助謝礼や事業実施の際の謝礼については、交通費・食事代補助相当

とし、半日２,000円、1日３,000円を目安とする。 

８．役員の関係団体等への会議出席に関して、１回あたり１人３,000 円を支出し、また、交流のた

めに必要な飲食等の会費は半額を補助する。交通費は実費を支出する。 

９．関東ブロック運営のための分担金を会員一人当たり１００円の総額を関東ブロック事務局に支   

  出する。ただし、関東ブロック予算計画により支出しないことができる。 

 

 

理事選考規程 

１．総会２か月前までに、理事及び部会員は会員の中から新たな理事候補者の推薦を募る。併せて  

  現理事及び部会員の辞任者の確認を行う。 

２．必要に応じて、理事及び部会員の合同会議を開催し、推薦候補者の個人プロフィールや推薦理 

  由等の共有を目的とした会議を開催する。 

３．事務局において理事候補者名簿を作成し、総会資料として郵送または指導協ホームページにて 

  総会開催日２週間前までに公表する。 

４．総会において、理事候補者を報告し承認を受ける。 


